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個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び定款第15条第2項の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子
提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

株式会社アミファ
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

１．業務の適正を確保するための体制
当社は、業務の適正を確保するための体制の整備（いわゆる内部統制システムの構築）に

関する基本方針について、取締役会において次の通り決議しております。

（1）監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
監査等委員会の職務の一般的な補助は経営企画室の使用人が担当し、必要に応じ、内部監

査室長が監査等委員会の依頼する補助職務を監査等委員会の指示のもとに遂行する。なお監
査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。

（2）前号の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対
する指示の実効性の確保に関する事項
使用人が監査等委員会の職務を補助するときは、監査等委員会の指揮命令に従うことを明

確にする。そのために監査等委員会は、経営企画室担当取締役と当該使用人の職務遂行上の
事項について調整を図るものとし、また、当該使用人の人事異動、評価等は監査等委員会と
の協議の下に行うことにより、補助使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性及び監査
等委員会の指示の実効性を確保する。

（3）監査等委員でない取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査
等委員への報告に関する体制及び当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受けない
ことを確保するための体制
監査等委員会に対する報告体制については、監査等委員会と協議のうえ監査等委員会（又

は、監査等委員会が選定する監査等委員。以下同様とする。）に報告すべき事項を文書で定
め、会社の事業及び財産に関する状況、その他重要な事項及び必要な事項が直ちに監査等委
員会に報告される運営を確立する。
監査等委員を事前相談制度及び内部通報制度の窓口の一つとするとともに、内部通報を所

管する部門は監査等委員以外の窓口に通報された内容を監査等委員会に報告する。
取締役、使用人等がこれらの相談及び通報又は上記の報告をしたことにより、解任、解

雇、その他いかなる不利益な取り扱いも受けないことを規定し、周知する。
監査等委員会はこれらの体制が適正に運用されるように常時監視・検証する。

（4）監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務
の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員が職務の執行のために要する合理的な費用については、会社は監査等委員会の

申請に基づき費用の予算措置を行い、その出費については監査等委員会が決定する。なお、
緊急又は臨時に支出した監査等委員の職務の執行に係る費用については、事後に償還に応じ
る。
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（5）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
代表取締役及び業務執行取締役等と監査等委員会との間で定期又は臨時に意見交換会を実

施し、相互の意思疎通を密接にするとともに、討議を通じて会社の経営及び事業の状況や課
題等について理解を深める。
監査等委員会の監査活動についても報告を行い、良好な監査環境の整備に努める。
監査等委員会が行う業務及び財産の状況の調査について協力する。
監査等委員が監査役協会等の主催する実務部会や研修会等に出席できるように取り計ら

い、その費用を負担する。
（6）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録、経営会議議事録、その他業務執行の意思決定に係る重要な書類について
は、法令及び取締役会で定めた諸規程に基づき文書管理を行う。取締役からこれら重要な書
類について閲覧要求があった場合には、直ちに提出する。
取締役及び使用人の職務の執行に係る情報については、情報の保護及び開示に関する諸規

程を策定し、これに基づき管理する。
（7）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンスリスクについては、上記の体制のもとにその管理を行い、経営及び事業
の遂行に伴うビジネスリスクについては取締役会で承認された「リスク管理規程」、「与信管
理規程」等により対応する。重要なものは直ちに代表取締役、管理担当取締役及び監査等委
員会に報告する。
大震災等の発生に備えて「事業継続計画（ＢＣＰ）」を定め、速やかに対応ができるよう

に準備する。
当社は、生活必需品でない商品を取扱っていることから消費者の嗜好やライフスタイルの

変化、さらには事業環境の変化が最大のリスクであると認識し、そのため、取締役会及び営
業幹部会等において絶えずビジネスの環境と動向を把握し、必要な施策や対応をとる体制と
する。

（8）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
迅速で効率性の高い経営と事業の推進を図るために、執行役員制度を導入し、意思決定、

監督機能を担う取締役と業務執行機能を担う執行役員の役割を分離する。
取締役会は、決裁基準を定め、取締役会が決定すべき重要な事項を除いて、業務執行取締

役及び執行役員に業務の決定と実行を委ねる。なお、重要な業務の執行について会社全体と
して機動的に決定・実行するために、経営会議等の意思決定会議に執行役員を参加させる。
また、「職務権限規程」を設けて各役職者の権限の明確化と委譲を図り、必要な統制と牽制
を維持しつつ、迅速な業務の遂行を図る。
代表取締役は、会社の目標の達成に向けた業務執行の全体を統括し、監督する。
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（9）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
監査等委員を含む複数の独立社外取締役を設置することにより取締役の職務執行の監督・

監査を行う体制を取り、コンプライアンスを重点に掲げた経営及び事業を推進する。会社全
体に影響を及ぼす重要な事項は、取締役会において決定する。代表取締役及び業務執行取締
役は、定期的に、また、必要に応じて、職務の執行状況を取締役会に報告する。
取締役会において「役員・社員行動規範」を制定し、役員及び社員が当該規範を遵守する

ことの重要性について取締役は啓蒙する。また、社員が日常の事業遂行において法令等の遵
守を確保できるように「商品関連法令遵守マニュアル」、「不正競争防止法遵守マニュアル」
等の必要な手順書を策定し、部門長は、これらの手順書に従い適正な業務が遂行されるよう
に監督する。
反社会的勢力に対しては「関係を一切持たない」ことを役員・社員行動規範に定め、全社

員に徹底し、そのための具体的な対応指針及び手続きを定める。（注）
会社は、取締役、内部監査部門長等による事前相談制度を設けて、社員が様々な問題につ

いて相談できる体制を構築する。
内部通報制度（社内及び社外ホットライン）を設置し、内部者情報が適切に通報される体

制を設ける。通報があったときは、通報者が不利益を被らないように保護し、通報内容につ
いては適正に対応する。

（注）反社会的勢力排除に係る基本方針及びその整備状況
当社は、反社会的勢力の排除に係る基本方針を定め、「市民社会の秩序や安全に脅威を
与えるなどの、違法行為を行う個人及び団体とは関係をもたないこと。このような個人
及び団体からの金品や役務の要求には一切応じないこと」を宣言する。社内に統括する
責任者を任命し、情報の集約化を図るとともに、対応マニュアルの整備等を行ってい
る。地元警察署との連携を図り、反社会的勢力排除を推進する団体に加盟するなど、外
部情報の収集や外部団体との連携を強化している。

（10）財務報告の適正性を確保するための体制
当社は財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法及び関係法令等に従い財務報告

に係る内部統制を整備及び運用する体制を構築する。

2023年11月16日 17時32分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



― 4 ―

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制に関する当事業年度の主な取り組みは、次の通りであり

ます。

（1）監査等委員会の監査の実効性確保
監査等委員は、会計監査人・内部監査室との間で、それぞれ年間監査計画、監査結果等に

つき意見交換を行うなど相互に連携を図るとともに、取締役会・経営会議等重要な社内会議
に出席し、適宜必要な意見を述べています。また、業務執行に関する重要な書類を適宜閲覧
するとともに、代表取締役と定期的に意見交換会を開催し、相互の意思疎通及び効果的な監
査業務の遂行を図りました。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況
監査等委員会の指揮の下に、内部監査室が年間内部統制監査計画に基づく業務監査を行

い、各組織の職務執行状況を適正性・適法性の面からチェック・評価し、その内容について
監査等委員会は定期的に報告を受け、確認をしました。

（3）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理
取締役会議事録、決裁書、会計帳簿その他の重要情報を記録した文書については、「文書

管理規程」に基づき、適切に保存・管理しています。
（4）損失の危険の管理

取締役会において、リスク管理に関する全社の取り組み方針を審議するとともに、当事業
年度における各組織の重点リスクへの取り組み方針、対策の進捗状況について確認を行いま
した。

（5）取締役の職務の執行が効率的に行われることの確保
取締役会を年14回開催し、「取締役会規程」に基づく重要事項の審議・決定を行うととも

に、各取締役の職務執行状況の確認を行いました。また、経営会議を3回開催し、重要事項
について審議を行いました。

（6）財務報告の適正性の確保
社長及び監査等委員会が承認した内部監査室の年間計画に基づき、各組織の財務報告に係

る内部統制の整備・運用に関する評価を実施し、監査結果を取締役会及び監査等委員会に報
告しました。
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株主総会

報告・付議

執行役員

代表取締役社長

連携

監査等委員である取締役３名
（うち社外取締役３名）

サステナビリティ推進委員会

指名・報酬委員会

監査等委員会
会計監査人

取締役会

監査等委員ではない取締役４名
（うち社外取締役１名）

経営会議

内部監査室

営業幹部会議

業務執行部門

選定・解任

選任・解任報告

連携

選任・解任 選任・解任報告監査等

諮問

答申

諮問

答申

連携

監査
監査

連携

監査

報告

指示

答申

諮問

諮問

答申報告指示

報告指示

選定・解職・監督

（参考）当社の経営組織及びコーポレート・ガバナンス体制の模式図
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株主資本等変動計算書
（2022年10月1日から2023年9月30日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 37,220 5,220 268,248 273,468 8,000 400,000 1,713,713 2,121,713 △31 2,432,370

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △77,638 △77,638 △77,638

当 期 純 利 益 147,436 147,436 147,436

自己株式の取得 △157,200 △157,200

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）
当 期 変 動 額
合 計 － － － － － － 69,797 69,797 △157,200 △87,402

当 期 末 残 高 37,220 5,220 268,248 273,468 8,000 400,000 1,783,510 2,191,510 △157,231 2,344,967

評価・換算差額等 純 資 産
合 計繰延ヘッジ損益 評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計
当 期 首 残 高 40,548 40,548 2,472,918

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △77,638

当 期 純 利 益 147,436

自己株式の取得 △157,200

株主資本以外の
項目の当期変動額
（純額）

7,188 7,188 7,188

当 期 変 動 額
合 計 7,188 7,188 △80,213

当 期 末 残 高 47,737 47,737 2,392,704

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① デリバティブ等の評価基準及び評価方法
・デリバティブ 時価法を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物附属設備 ３年～15年
車両運搬具 ２年～６年
工具、器具及び備品 ３年～13年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用し

ております。
・商標権 10年間の定額法を採用しております。

（3）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

（4）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を
計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費
用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債
務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益は、主に卸売又は製造による販売であり、これらの収益は、商品を顧

客に引き渡した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
なお、国内の販売において、商品の出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の

期間である場合には、当該商品の出荷時点で収益を認識しております。
取引の対価は商品の引渡し後、概ね１か月以内に受領しており、当該顧客との契約に基づく債権につい

て、重要な金融要素は含まれておりません。

（6）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動のリスクの

ヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合には振当処理
を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…商品輸入による外貨建予定取引

③ ヘッジ方針 当社の内規であるデリバティブ規定に基づき、為替変動リスクを
ヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッ
ジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、
その変動額の比率によって有効性を評価しております。

２．会計上の見積りに関する注記
棚卸資産の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額 棚卸資産 2,428,371千円
② 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当社では棚卸資産は、取得原価と事業年度末における正味売却価額のいずれか低い方の金額で評価してお

ります。ただし、営業循環過程から外れた在庫については、収益性の低下の事実を反映するように、一定の
販売予想期間を超える場合は規則的に帳簿価額を切り下げる方法を採用しております。
当社の商品はライフスタイル雑貨であり、世間のトレンドや消費者の嗜好にマッチしたデザインに特徴を

有します。トレンドや嗜好は時の経過につれて変動するため、販売予想期間が長くなると一定割合で収益性
が低下するとの仮定に基づき、営業循環過程から外れた在庫については規則的に帳簿価額を切り下げており
ます。しかし、トレンドや嗜好は経営者がコントロール不能な要因によって大きく変動する可能性があり、
直近の販売実績や廃棄処分の実績に照らして、収益性の低下の事実が商品に係る在庫の評価に適切に反映さ
れないリスクがあります。
また、営業循環過程から外れた在庫の中に、一定の販売予想期間を超えるものであっても、今後の需要予

測及び販売可能性を踏まえて取得原価により評価されているものもあるため、経営者による当該需要予測及
び販売可能性には不確実性を伴います。
このような判断や仮定を伴う見積りは、個人消費の動向などによって影響を受ける可能性があり、翌事業

年度の計算書類において、棚卸資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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３．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 184,612 千円

（2）当社は、運転資金の効率的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結しておりま
す。
当事業年度における当座貸越契約に係る借入未実行残高は、次のとおりであります。
当座貸越極度額の総額 3,000,000千円
借入実行残高 1,300,000千円
差引額 1,700,000千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 3,235,000株

（2）当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
自己株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 49株 240,049株
注．普通株式の自己株式数の増加240,000株は、自己株式取得による増加であります。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額（千円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年11月14日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 77,638 24 2022年９月30日 2022年11月28日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額（千円）
１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年11月14日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 71,878 24 2023年９月30日 2023年12月5日
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金 6,241千円
減価償却費超過額 1,898千円
棚卸資産評価損 12,779千円
退職給付引当金 11,609千円
役員長期未払金 87,974千円
未払事業税 3,820千円
未払費用 2,200千円
未払金 623千円
その他 4,912千円
繰延税金資産小計 132,059千円
評価性引当額 △100,753千円
繰延税金資産合計 31,305千円
繰延税金負債
繰延ヘッジ損益 △25,244千円
繰延税金負債合計 △25,244千円
繰延税金資産の純額 6,061千円
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６．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取り組み方針

当社は事業運営に必要な資金を通常の営業キャッシュ・フローから調達することを基本としております。
卸売業の特性として商品の調達に係る資金が先行するため、必要に応じて運転資金を銀行借入により調達し
ております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方
針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
敷金は、主にオフィスの賃貸借契約におけるものであり、賃貸先の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１か月以内の支払期日であります。一部外貨建ての

ものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジして
おります。また、短期借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、1年以内の返済期日ではあ
りますが、金利の変動リスクに晒されております。
役員長期未払金は、役員退職慰労金制度の打切り支給に係る債務であり、各役員の退職時に支給する予定

であります。
デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした主として

先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有
効性評価の方法等については、前述の「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（6）ヘッジ会計の方
法」をご参照下さい。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、債権管理規程に従い、担当部署において主要な取引先の状況を定期的にモニタリン

グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や
軽減を図っております。
敷金については、取引相手の財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
デリバティブ取引については、取引相手として高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。
② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
外貨建ての営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則として先物為替

予約を利用してヘッジしております。
当社は、借入金に係る金利変動について、月次単位で管理資料の作成を行い、急激な金利変動がないか管

理を行うことにより金利変動リスクを管理しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた稟議規程に従い、担当部

署が決裁担当者の承認を得て行っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
担当部署が適時に資金繰計画を作成、更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管

理しております。
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（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することがあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等について
は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（5）信用リスクの集中
当事業年度の決算日現在における売上債権のうち、金額上位４社が全体の90％を占めております。

２．金融商品の時価に関する事項
2023年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の通りでありま

す。
（千円）

貸借対照表計上額 時価 差額
敷金 50,041 41,161 △8,880

資産計 50,041 41,161 △8,880
役員長期未払金 254,335 254,335 －

負債計 254,335 254,335 －
デリバティブ取引
通貨関連 72,981 72,981 －

（注）「現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、買掛金、未払金、短期借入金」については、現金で
あること、及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、買掛金、未払金、短期借入金は短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

2023年11月16日 17時32分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



― 13 ―

（1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
デリバティブ取引
通貨関連 － 72,981 － 72,981
資産計 － 72,981 － 72,981

（2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
敷金 － 41,161 － 41,161

資産計 － 41,161 － 41,161
役員長期未払金 － 254,335 － 254,335

負債計 － 254,335 － 254,335

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
デリバティブ取引
為替予約の時価については、為替レート等の観察可能なインプットに基づいて算定しており、レベル２の
時価に分類しております。

敷金
敷金の時価は、将来の発生が予想される原状回復費用見込額を控除した金額を、国債の利回り等適切な指
標の利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

役員長期未払金
役員長期未払金の時価は、個人の退任時期を見積もることが困難なため、取締役任期（１年）を退任時期
として、国債の利回り等適切な指標の利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に
分類しております。
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７．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を分解した情報）

当社は、ライフスタイル雑貨の企画・製造仕入・卸販売を主な事業としており、販売先は国内の100円シ
ョップを主とした国内外の小売業者や卸売業者であります。顧客との契約から生じる収益を分解した情報
は、以下の通りであります。

（千円）
ワンプライス商品 7,723,490
プチプライス商品 407,891

顧客との契約から生じる収益 8,131,382
外部顧客への売上高 8,131,382

（収益を理解するための基礎となる情報）
収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（5）重要な収益

及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

（顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年
度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す
る情報）

（1）契約負債の残高等
（千円）

当事業年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 560,114
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 722,985
契約負債（期首残高） 134
契約負債（期末残高） 101

契約負債は、商品の引渡し前に顧客から受け取った前受金に関するものであり、貸借対照表上流動負債そ
の他に含まれております。
当事業年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額に重要性はありま

せん。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略し

ております。
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８．関連当事者との取引に関する注記
関連当事者との取引状況につきましては下記の通りであります。 （千円）

種類 会社等の
名称 所在地 資本金 事業の

内容

議決権等
の所有
(被所有）
割合
（％）

関連当
事者と
の関係

取引の
内容 取引金額 科目 期末

残高

主要株主
レイクラ
ム合同会
社

東京都 －
有価証券
の 保 有、
運用及び
管理

(被所有)
17.09 －

自 己 株
式 の 取
得

157,200 － －

（注）2023年5月15日開催の取締役会決議に基づき、当社株式550,000株（総議決権個数（自己株式を除く）
に対する2023年3月31日現在における議決権割合17.09％、）を保有するレイクラム合同会社から自己株式の立
会外買付取引（ToSTNeT-3）を利用し、2023年5月16日に自己株式の買付取引を行っております。

９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たりの純資産額 798円91銭
（2）１株当たりの当期純利益 46円89銭

10．重要な後発事象に関する注記
（第三者割当による自己株式処分）

当社は2023年10月2日開催の取締役会において、2023年10月31日現在の当社従業員持株会（以下、「本
持株会」といいます。）の加入会員（以下、「本会員」といいます。）に特別奨励金を付与し、当該特別奨励
金の拠出をもって本持株会に自己株式（以下、「当社株式」といいます。）を割り当てることを決議し、
2023年10月31日に下記の通り確定いたしました。

(1) 処分の概要
① 処分の期日：2023年12月8日
② 処分する株式の種類及び数：当社普通株式 23,634株（注）
③ 処分価額：一株につき660円（2023年9月29日終値）
④ 処分総額：15,598,440円（注）
⑤ 処分の方法：第三者割当の方法による
⑥ 処分先：株式会社アミファ従業員持株会
⑦ その他：本自己株式の処分については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とします。
（注）「処分する株式の数」及び「処分総額」は、本件の適用対象となる2023年10月31日時点での

本持株会会員78名に対して、それぞれ当社株式303株を1株につき660円で算出したものであり
ます。
本持株会は、2023年10月2日開催の持株会理事会の決議を経て、十分な周知期間を設けて当社
従業員に対する入会プロモーションを実施し、本持株会への入会希望者を募り、2023年10月31日
に会員数を確定しております。
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(2) 処分の目的及び理由
当社は、2023年10月20日に創業50周年を迎えました。これを機に、次の新たな50年に向けての成長戦
略「GO NEXT 50」を策定し、売上高100億円の早期実現、さらには未来の300億円企業を目指しており、
そのためには大切な人的資本である従業員のモチベーションアップが大切であると認識しております。本ス
キームは、当社従業員の企業価値向上へのエンゲージメント及び経営参画意識をさらに向上させるために本
持株会への入会を奨励することを目的とし、当社株式を本会員に対し、特別奨励金として付与するもので
す。
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